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Ⅰ．緒言 
高齢者にとって経口摂取は，生命維持に必要な栄養･水分の摂取，心身機能の活性化と
維持，認知機能への影響，生活における満足感などにつながる重要な行為である．一方， 
高齢者施設入所者の摂食嚥下障害の有病率は，日本では 45.3％～59.7％3），欧米では 40
～60％4），韓国では 52.7％5)と報告されており，我が国の肺炎入院患者のうち，誤嚥性肺
炎は 60.1%，患者の 75%が 70 歳以上で，かつ高齢になるほど誤嚥性肺炎の割合が多く，80
歳以上では 80.1%との報告 6)がされている． 
特別養護老人ホーム（以下，特養とする）の入所者は，85 歳以上が 64.4％1）を占め，
彼らの摂食嚥下機能は内的・外的要因の影響で変動しやすく，誤嚥性肺炎のリスクも高い．
また一時的な咀嚼機能低下で食形態を下げた状態が続くと，オーラルフレイルを招き，摂
取量の低下や低栄養によるサルコペニアを引き起こし，さらに摂食嚥下障害が進むといっ
た悪循環に陥るといわれている 2）． 
よって，特養の看護職は入所者や家族が希望する限り安全・安楽な経口摂取を支援する
こと，経口摂取可能な心身機能を維持できるよう健康管理をすること，嚥下障害があって
も食を楽しむ，味わうという行為を支援することが重要な役割であると考える． 
摂食嚥下機能が低下した高齢者に関するガイドラインに日本老年医学会の「高齢者ケア
の意思決定プロセスに関するガイドライン」7)がある．これは経口摂取支援の判断のプロ
セスで，本人・家族を含む関係者の合意形成における考え方や拠り所を示すものである．
しかし，実践の場でガイドラインに導かれた方針に基づいて提供すべきサービスを具現化
するには，個別ケアを提供できるような指標が必要と考える． 
摂食嚥下機能が低下した高齢者に対する看護師の役割に関する知見 8）9）10)は，主に脳血
管疾患患者や経管栄養からの経口移行に向けた支援をもとに蓄積され，医療専門職チーム
によって成果を上げている．これらの知見は，対象は異なっても誤嚥・窒息のリスクを低
減しつつ機能回復をはかる看護職のあるべき行動を示しており参考になる．しかし摂食嚥
下機能低下を認める特養入所者は，機能回復だけでなく中長期的には機能低下と看取りも
視野に入る．川上ら 11)は看取り期の特養入所者にとって無理のない経口摂取が QOL を高め
るとしているが，無理のない経口摂取に関する具体的支援内容については示されていない． 
特養は看護職以外の医療職の配置が義務づけられておらず，介護職は，嚥下や食事の形
態，介助技術に不安を感じ 12)13)，また経口摂取支援における職員のスキル向上，咀嚼嚥下
状態を判断する看護職と食事介助を担う介護職との協力体制，リスクに備えた連携体制な
どの必要性が指摘されている 14)．清水ら 15)は，経口摂取支援に積極的に取り組む特養 1
施設の調査から，摂食嚥下機能が著しく低下した特養入所者に対し，安全･安楽に配慮し
ながら支援するための看護職の行動として，入所者の全身状態を看ながら経口摂取の可能
性を極力保持すること，支援の過程で手を尽くしつつ家族･介護職と合意を形成すること，
看護･介護職の力量向上を支援する必要性を示唆した．よって介護職が不安を軽減しつつ
安全に介助でき，日々の入所者の体調変化を把握し,看護職と協力してリスクに対処する
ための介護職のアセスメント力や情報共有スキルの育成について，看護職が支援する必要
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があり，それにはどのような役割を果たすべきか，具体的な行動レベルで示す指標の開発
が必要と考える．  
 
Ⅱ．研究目的 
摂食嚥下機能低下を認める特養入所者が，本人および家族の意向に沿って，食べる楽し
みと能力を維持し，最期まで可能な限り安全･安楽に経口摂取できるように，特養看護職
の役割行動指標を開発することである． 
 
Ⅲ．用語の定義 
看護職：特養に勤務する看護師･准看護師 
看護職役割行動：「特養看護職と入所者・家族・他職種との相互関係の中で認知された，
特養看護職に対する暗黙の期待や要請（役割）」を遂行するための行動 
行動指標：意図と行動で構成され，特養看護職が行動を判断，決定あるいは評価するため
のめじるし・目安 
経口摂取支援： 摂食・嚥下能力が藤島 16)の分類でグレード 4 からグレード 7 で，一時的
な摂食嚥下機能低下と改善を繰り返しながら徐々に低下していく特養入所者が口から食
べることを支えるための支援 
 
Ⅳ．研究の構成 
 2 段階で構成し，研究 1 では看護職役割行動指標を作成し，研究 2 では有用性・実用可
能性を検証した． 
 
倫理的配慮：本研究は，千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認(承認番号
26-81，28-82，28-100)を得て実施した．研究の全過程において，任意性の保証，安全性・
負担を軽減するための保証，プライバシー・匿名性・個人情報の保護などに関する配慮を
おこなった． 
 
研究 1 看護職役割行動指標の作成 
1．目的：看護職役割行動指標案を作成して精錬し，看護職役割行動指標を作成する． 
2．研究方法 
1)研究協力者の選定基準： 
第一段階(聴取調査)；看取り期も含めて経口摂取支援に積極的に取り組む特養で，従来型
特養 4施設，ユニット型特養 2施設の看護師 6名，准看護師 1名，介護福祉士 2 名 
第二段階(専門家会議)；高齢者施設での看護を熟知し，摂食嚥下機能低下を認める高齢者
のケアに関する学会発表等の経験を有する看護管理者および看護師計 3名，高齢者ケアと
多職種連携，または高齢者の経口摂取支援を専門とする看護系大学の研究者 2 名，連携す
る介護職の立場から介護管理者 1 名 
第三段階（郵送質問紙調査）；特養での勤務経験 2 年以上の看護職 6名 
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2)データ収集期間：平成 27年 5 月～平成 29 年 3 月 
3)データ収集方法；本人（家族）の意思に沿って最期まで安全･安楽に食べてもらうため
に，行った行動，支援上の困難と解決のための工夫，介護職（看護職）に対する支援と介
護職（看護職）から受けた支援，それぞれの意図や目的について，半構成的面接を実施し，
逐語録を作成した． 
4)分析方法：逐語録をもとに，意図，目的および行動の文脈がわかるように分析単位を抽
出し，質的帰納的に分析し，意図の類似性に基づいてカテゴリー化し，指標試案を作成し
た． 
次に専門家会議で，指標の内容妥当性，項目の補充・統合の必要性について検討し，意
見をもとに指標案を修正し，看護職役割行動指標を完成させた． 
ついで，看護職役割行動指標を特養看護職に郵送し，文章の内容や意味の判読が困難な
項目がないか意見を求め，意見に基づいて修正し看護職役割行動指標を精錬した． 
 
Ⅴ．結果 
本指標は，特養看護職・介護職を含む多職種が連携して取り組むべき経口摂取支援の目標
を示す【大項目】4 項目，特養看護職固有の役割行動を示す「中項目」20 項目，より具体
的な看護職の役割行動の例示を示す小項目 60 項目で構成された．以下に各大項目の内容
を「中項目」をもとに示す． 
【大項目Ⅰ．摂食嚥下機能が著しく低下しても，入所者（家族）の意向に添って可能な限
り経口摂取できるよう，医師･歯科医師･管理栄養士・介護職等と協力して経口摂取の可能
性を探る】 
この大項目は「介護職･管理栄養士等と協力して摂食嚥下機能（唾液嚥下・湿性嗄声）
や呼吸機能（SpO2・呼吸音），意識レベルを日常的にアセスメントし」，「食べたい（食べ
させたい）という入所者（家族）の意思を尊重しながら経口摂取の可能性とリスクを探」
り，「全身状態の改善と全身の筋力および口腔機能を維持･向上し，経口移行または経口維
持に努める」が，やがて機能の維持が困難になると「介護･管理栄養士等と協力して，経
口摂取のための方策を尽くしつつ，入所者の意思・身体的苦痛を基準に経口摂取の限界（完
全中止）を見極める」．多職種の協力を得て入所者の摂食嚥下機能に対し中長期的な見通
しをつけながら，看護職としての方針を示すための役割行動である． 
【大項目Ⅱ．その日その時のリスクを考慮しながらできるだけ自分の意思で食べられるよ
うに，介護職・管理栄養士等と協力して食事介助に取り組む】 
この大項目は，「その日注意すべき入所者を選定し，介護職･管理栄養士と協力して全身
状態・摂食嚥下状態を既存の評価ツール等を用いて評価」し，「誤嚥･窒息のリスクが高い
（覚醒状態が悪い，疲労している，発熱がある，呼吸状態が悪い），摂取拒否の意志表示
（食物を吐き出す等）がある場合は，経口摂取を見合わせ」，摂取可能と判断した場合は
「介護職等と協力して、覚醒状態の維持，食事環境の整備，姿勢の保持，食形態･摂取量
の吟味，介助方法の検討を行い，介助者を選定し，誤嚥・窒息のリスクを低減」しながら
安全な食事介助に努め，摂取に伴うリスクには「食事介助やラウンドしながら誤嚥・窒息
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のリスクと肺炎の徴候をモニタリングし，介護職等と入所者の異変を相談しやすい関係を
築き，アクシデントに直ぐに対応できる体制を作る」ことにより対応する．また「家族･
介護職・管理栄養士と協力して，入所者の意思を尊重しながら食物の好みや味を探り，食
べることに対する意欲を促す」．リスクに備えながら，その日の食事を安全・安楽に介助
するための役割行動である． 
【大項目Ⅲ．入所者の意思と家族の思いを尊重し，介護職の考え方に配慮した支援過程を
共有し，入所者の意思または身体的苦痛軽減を優先に支援方針を決定する】 
この大項目，介護職には，少しでも多く食べて欲しいという「介護職の考え方に配慮しつ
つ支援に取り組み，入所者の意思・身体的苦痛（発熱，呼吸状態，疲労感，意識レベル）
を根拠に食事介助の止めどきや中止を説明し，介護職が支援方法を見いだせるよう問いか
け」，経口摂取の限界が近づくと，完全中止も視野に入れ「介護職の考え方に配慮しつつ
共に手を尽くした結果，経口摂取は限界にあるという看護職の判断を介護職に伝え，ケア
カンファレンスで支援方法を検討し決定する」，また家族には，「介護職等と協力して入所
者の意思と家族の思いを尊重した経口摂取支援に取り組み，経過を逐一家族に報告しなが
ら，安全に好きな物を摂取できる方法を探索」し，経口摂取が限界に近づくと，多職種と
ともに「家族の思いを尊重しつつ，ともに手を尽くした結果，経口摂取は限界にあるとい
う施設側の判断と根拠を伝え，家族が支援方法を決定できるよう問いかける」．家族や介
護職に対し，入所者の身体状態から経口摂取はハイリスクであること説明し，経口摂取の
継続･中止について合意を形成する役割行動である． 
【大項目Ⅳ．介護職の経口摂取支援に関する負担軽減とモチベーションの維持を支援しな
がら，実践の振り返りを重ね，介護職と看護職自身の力量(知識･技能）を開発する】 
介護職には「介護職が実践と振り返りを積み重ね，安全で安楽な食事介助に必要な技術
を習得できるよう支援」し，介護職が支援した成功例を意味づけて高く評価するなど「介
護職の経口摂取支援におけるモチベーションを維持できるよう支援」し，できる限り食事
介助に入り，介護職の相談に素早く対応するなど「経口摂取支援に関する介護職の不安と
業務負担の軽減に努め，信頼関係を築く」．看護職には「研修･文献の活用・介護職等多職
種の工夫も活用して，経口摂取支援に関する看護職自身のスキルを向上」させ，施設の経
口摂取支援に関する理念を反映させた具体的なケアプランを立案し説明するなど「施設の
方針に沿いつつ，経口摂取支援に関する理念を実現するためのより良い方法を提案」し，
「経口摂取支援における看護職自身の判断の妥当性を保障しつつ，判断に伴う精神的負担
感を軽減」し，「経口摂取支援における看護職自身の知識･技術でできることと，できない
ことを見極め，介護職に説明する」．介護･看護職が省察的実践等により，支援に必要な力
量を開発する役割行動である． 
 
Ⅵ．研究 2 看護職役割行動指標の有用性・実用可能性の検証 
1．目的 
特養看護職が，研究 1 による看護職役割行動指標を試用して経口摂取支援を行い，指標
の有用性・実用可能性を検証する． 
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2．研究方法 
1)研究協力施設および研究協力者の選定基準：研究協力施設は，他職種との連携に課題が
ある又は職員の負担感や力量不足等の理由から経口摂取支援に消極的な 2 施設と，比較的
積極的に取り組んでいる 2施設とした．看護職は，当該施設の経口摂取支援に責任を持つ
立場の看護職 1 名を含む，経口摂取支援に携わる看護職 2～3 名とした．介護職は，対象
施設に勤務し，役割行動指標を試用し支援する入所者が所属するユニットで，経口摂取支
援に責任を持つ立場の介護管理職 1 名を含む介護職 3 名とした．経口摂取支援の対象とな
る入所者は，藤島のレベル評価で Lv.4から Lv.7 の対象者 2～3名とした． 
2）データ収集期間：平成 29 年 4月～平成 29 年 8月 
3）データ収集方法：対象施設の看護職が，指標を用いて 3 か月間経口摂取支援を行い，
試用前・1 か月後・2 か月後・3 か月後に看護職および介護職に半構造化面接を実施した．
また看護職は指標を用いて試用開始前・終了時に役割行動の実施頻度を，試用開始後 1～2
週間ごとに役割行動の実施の有無を自己評価した．  
4)分析方法：  
 事前事後テスト研究デザインにて，有用性および実用可能性を検証した．有用性の評
価は，特養看護職が経口摂取支援において①常に意識すること，働きかけること，実
践の手がかりを得たか，②課題の明確化と取り組み，③多職種との連携，を判断基準
とした． 
 
Ⅶ．結果 
1．対象施設および対象者 
関東地方および中部地方の特養 4 施設で，従来型 1 施設，ユニット型 3 施設，定員数は
30～96 名であった．対象看護職は看護師 8名，准看護師 1 名，対象介護職は介護福祉士
12名， 対象入所者は 9 名であった． 
1． 有用性および実用可能性の検証 
看護職 9名がなすべき実践内容を理解し，実践の手がかりを得，自身の課題を抽出
して課題解決に取り組んだ．介護職 12名の認識では看護職との連携が改善した．指
標内容の共通理解や，試用に伴う過度な負担等の問題はなく，対象入所者の身体状況
は維持 6名，経口摂取の改善 1名，悪化・死亡各 1名（試用開始時に終末期の入所者）
であった． 
 
Ⅷ．考察 
本指標の試用により，特に負担なく看護職の役割認識および実践の改善がみられ，
特養の経口摂取支援の中心となる介護職も看護職との連携の改善を認識し，入所者も
経口摂取の維持・改善がみられたことから，指標は有用性・実用可能性があると考え
る．新たに，本人・家族の意向に沿って限界を見極めながら，手を尽くして経口摂取
の可能性を探るという役割行動を導いた．これは，従来の知見が機能向上を目指す高
齢者が対象であるのに対し，本指標は摂食嚥下機能の維持や看取り期のケアニーズを
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有する入所者への支援を目的に作成したことで，新たに見出されたと考えられ，特養
入所者固有の看護職役割行動と考える．本指標は摂食嚥下機能低下を認める高齢者の
食の QOLを高める新規性と意義があると考える． 
 
Ⅸ．研究の限界と今後の課題 
本研究は，管理者が施設ケアの質向上に積極的な特養 4施設において，看護職が指標を
3か月間試用し，看護職や介護職への聴取調査から有用性と実用可能性を検証した．よっ
て管理者の方針や姿勢が，役割行動指標の有用性に影響した可能性がある． 
 また支援に対する本人や家族の満足度など，入所者の視点からの検証は行っていない．
今後は入所者や家族への影響を客観的に測定する方法を用いて本指標の有用性を検証す
ることが課題である． 
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